
(１)地域集積協力金

農地バンクを活用し、地域の農地を集積・集約化して生産性の向上を目指しましょう︕

地域の皆さんで話し合って、まとまった農地を農地バンクに貸し付けましょう︕

農地バンクに貸し付けた農地の割合に応じて協⼒⾦をお⽀払いします。

農地バンクの活⽤率
交付単価

（貸付面積）
一般地域 中山間地域

区分１ 20％超40％以下 ４％超15％以下 1.0万円/10a

区分２ 40％超70％以下 15％超30％以下 1.6万円/10a

区分３ 70％超80％以下 30％超50％以下 2.2万円/10a

区分４ 80％超 50％超80％以下 2.8万円/10a

区分５ 80％超 3.4万円/10a

取組成果

【交付イメージ】

【取組イメージ】

機構集積協力金交付事業（地域タイプ）

※ 農地バンクを通じた農作業委託をした農地面積も対象となります。その場合、1/2の交付単価になります。

農地バンクを活用した地域の皆さんに
協力金・奨励金をお支払いします！

交付単価

○ 交付対象面積の１割以上が新たに担い手に
集積される必要があります。
※ 担い⼿が不⾜する地域は、1/2に緩和でき
ます。

取組前 取組後

担い手A

担い手B

担い手C

担い手D

〈Ｃ県Ｓ町の事例〉
高齢化により農地を手放したいと考える所有者が増

加していたため、農地の遊休化を懸念する担い⼿が、
町担当者や農地の出し手に地区の農地の集積を提案し、
農地バンクを活用して担い手への農地集積と集約化に
結びつけました。

■ 担い手への集積面積（集積率）
14ha（22％）から40ha（59％）に増加

■ 担い手の平均経営面積
４haから10haに拡大
(１団地当たりの平均面積も拡大)

① 地域の農地⾯積︓68ha
② 地域内の農地バンクへの貸付⾯積︓50ha
③ 事業実施年度の農地バンクへの貸付⾯積︓36ha
④ 新たに担い⼿に集積された⾯積︓26ha

■ 農地バンクの活⽤率
② ÷ ① ×100 ＝ 74%（区分３）

■ 交付対象面積
③ ＝ 36ha

■ 交付要件の確認
④ ÷ ③ ＝ 72％ → OK

■ 交付額
③ × 2.2万円/10a ＝ 7,920千円

地域に対して 7,920千円 を交付

交付要件

※ 地域集積協⼒⾦の交付要件は、新規集積１割要件以外に団地化要件を選択することができます。



① 地域の農地⾯積︓83ha
② 取組前の1ha以上の団地⾯積︓５ha
③ 取組後の1ha以上の団地⾯積︓32ha
④ 農地バンクから転貸された面積のうち
新たに増加した団地⾯積︓27ha

■ 交付単価
（③ ÷ ① ×100）－（② ÷ ① ×100）＝ 32ポイント（区分２）

■ 交付対象面積
④ ＝ 27ha

■ 交付額
④ × 3.0万円/10a ＝ 8,100千円

地域に対して 8,100千円 を交付

(２)集約化奨励金

農地バンクを活用して地域の農地を集約化しましょう︕

団地⾯積の増加割合に応じて協⼒⾦をお⽀払いします。

【取組イメージ】

＜T県I市の事例＞
耕作条件が良く、担い手が競合して農地集積を進め

てきたため、分散錯圃が生じていましたが、市の担当
者が、農地交換による集約化を担い手に提案し、農地
バンクを活用して分散錯圃の解消に結びつけました。

取組前 取組後

担い手A（個人） 担い手B（法人） 担い手C（個人）

■ 担い⼿が利⽤する団地数︓30カ所から８カ所
まで減少(１団地当たりの平均面積も0.7haから
８haに拡大)

取組成果

【交付イメージ】

※ 農地バンクを通じた農作業受託をした農地面積も対象となります。その場合、1/2の交付単価になります。

交付単価

団地面積割合
交付単価

（転貸面積）

区分１ 10ポイント増 1.0万円/10a

区分２ 20ポイント増 3.0万円/10a

① ② ③ ④ ⑤

〈 団地化のイメージ 〉

協力金・奨励金の使途を地域の話合いにより自ら決めることができます！



機構集積協力金（個人タイプ）：経営転換協力金

「１つの作物に特化したい」、「リタイアするから誰かに農地を貸し

たい」等の農地は農地バンクに貸し付けましょう︕

【交付対象者】

○農業部門の減少により経営転換する農業者

○リタイアする農業者
○農地の相続⼈で農業経営を⾏わない者

以下の農業部門のうち２以上を経営する者が１以上を廃止する場合に対象になります。
①⼟地利⽤型作物、②露地野菜等、③施設野菜、④露地果樹、⑤施設果樹、⑥露地花き、⑦施設花き、
⑧茶、⑨牧草、⑩サトウキビ、⑪その他（①〜⑩以外の農業生産部門）

【交付単価】

交付単価 上限額

令和４・５年度 1.0万円/10a 25万円/1⼾

※ 令和４・５年度においては、地域タイプと一体的に取り組む
場合にのみ交付されることに留意してください。

【交付要件】

○ 農地バンクに対し、全ての農地を10年以上貸し付ける必要があります。

（注） ①農業振興地域外の農地、②農業振興地域内の10a未満の農地、③経営転換の場合の減
少部門以外の作物を栽培するための農地は、農地バンクに貸し付けなくてもかまいません。

機構集積協力金（農地整備・集約協力金）

簡易な基盤整備（農地耕作条件改善事業）に取り組む場合に、農地バンクを活用して対象農地を

担い手に集約すると、農業者負担が軽減されます（最大でゼロ）。

【交付率（整備費に対する割合）】

【主な交付要件】

⽬標年度における
担い⼿の農地集約化率

交付率
（整備費に対する割合）

100％ 12.5％

90％以上 8.5％

80％以上 5.0％

対象農地

農地バンクに貸し付けられ
担い手に集約される

基盤整備済み地区【イメージ】

農地耕作条件改善事業の実施地区において、以下の交付要件を満たす必要があります。

① 対象農地が基盤整備済み地区に内在⼜は隣接し、地域内で合計10ha（中⼭間︓５ha）未満
であること

② 対象農地の全てが、農地バンクに15年以上貸し付けられており、⽬標年度までに担い⼿に
集積されること

③ 対象農地を含む地域において、⼈・農地プランの⾒直し（実質化）を⾏うこと 等


